
 

 

 

令和８年度（2026 年度）事業計画書 

 

2025年は、ウクライナ問題や中東情勢など地政学リスクが予断を許さぬ状況の中、米国では１

月に第二次トランプ政権が誕生し、世界中が米国との関税交渉に追われた。これにより世界経済

に対する予見可能性はさらに低下し、ビジネス環境は一層困難が深まり、戦後の世界が掲げて

きた自由貿易やグローバリゼーションに逆行する動きが顕著となった。2026 年の年明けには、米

軍によるベネズエラ侵攻が世界を震撼させる中、日本では衆議院議員選挙で自民党が大勝し、

高市総理が政権基盤を固めた。また、2 月 28 日に始まった米国とイスラエルによるイランへの攻

撃により、国際政治のさらなる混乱はもとより、資源の供給途絶懸念や価格高騰など経済面でも

多大なる影響が出始めている。 

 中国においては、2026 年 3 月の全国人民代表大会(全人代)で「第 15 次五ヵ年計画」が発表さ

れ、この先５年にわたる国家の道筋が明らかとなった。質の高い発展を目指し、科学技術の「自

立自強」の加速が謳われるなど、国際協力の視点からも関連の政策動向を注視していく必要が

ある。 

こうした中、2025 年の中国経済の実質成長率は、前年と同じ 5.0％と発表された。コロナ以降、

低迷した内需を喚起するための政策が一定程度奏功したと言われるが、不動産不況や民間投資

の低迷などの構造的問題を抱え、ここ数年は名目 GDP が実質 GDP を下回るデフレ傾向が続く

など、中国経済が本来強みとすべき内需が十分に回復していない。また、これらの影響もあり、

2026 年の実質経済成長率の目標が 4.5～5.0％と発表され、3 年ぶりの目標引き下げとなった。 

その一方で、自動運転の普及や人型ロボットの開発などのデジタル技術を社会の様々な場面

に実装することで次世代型社会の構築が進みつつある点は、今後の中国経済をけん引する魅力

や可能性を引き出す要素として大きな役割を果たすものと思われる。 

日本経済との関係では、中国が質の高い対外開放を謳い、日本人に対する中国への短期渡

航ビザ免除措置が続く一方で、日本企業が中国の事業現場において直面する差別的待遇や技

術移転の強要、貿易管理強化などに加えて、反スパイ法をはじめとする国家安全に関わる法制

度等の不透明な運用に対する不安が拭えない。これらの問題解決に向けては、日本経済界の要

望に応え少しずつ解決を図ろうとする中国側の積極的な姿勢も見られる。しかし、2025 年 11 月

以降は一変した日中関係の影響もあり、問題解決をも含む対話さえままならない状態が続いて

いる。日中経済協会においても、合同訪中代表団の派遣や日中省エネルギー・環境総合フォー

ラムの開催が見通せない状況にあり、両国間の経済交流は未曾有の事態に直面している。 

当協会としては、このように難しい状況だからこそ、民間レベルの対話の重要性が増していると

考える。引き続き、地方を含む中国政府機関・関連団体・企業等との交流活動を充実させるととも

に、中国経済・日中経済に関する諸課題や政策・産業動向等を俯瞰的かつビジネス現場のニー

ズに即して継続的に把握・分析し、賛助会員をはじめとする日本企業の中国事業の維持・発展に

資する調査・情報サービスを提供する。令和８年度の具体的事業は以下の通り。 

 

  



 

 

 

１．日中経済協会合同訪中代表団 

 

1975 年以来、世界の政治・経済が激動期にある中、また日中関係が厳しい時期にあって

も、日本経済界のトップリーダーが参加する訪中団として原則毎年派遣を続けてきた。2025 年

度は、第 48回訪中団を 1月 20日～25日（北京 1/20～22、海南省 1/23～25）の日程で派遣

することで準備を進め、230名を超える参加申込みがあったが、国会での高市総理による「存

立危機事態」発言を受け日中関係が急速に悪化、有意義な交流実施が困難との理由で、25

年 12月末に派遣延期（時期未定）を決定した。 

2026 年度は、日中関係の改善を図るべく中国側に積極的に働きかけつつ、国家指導者会

見および国家発展改革委員会、商務部、工業信息化部との全体会議の実現を目指して本訪

中団の派遣準備を進める。民間交流再開の重要性を強く訴え、日本企業が直面する問題や新

たな協力分野などについて意見交換を行う。また、地方都市への訪問も改めて計画する。 

 

【2026年度(第 48回)の派遣案】 

①派遣時期：関係機関とのスケジュール調整や国内・中国・国際関連主要イベント等の日程を

踏まえ、最適な時期での派遣を目指す。 

② 北京での活動内容： 

1) 習近平国家主席または李強国務院総理との国家指導者会見。 

2) 経済関係主要３官庁（国家発展改革委員会・商務部・工業信息化部）との全体会議では、

投資・貿易分野での諸課題や進出日系企業が抱える問題点、日中経済関係のさらなる発

展などについて意見交換を行う。 

3) 現地企業や関連施設への視察を行うほか、必要に応じてその他の交流活動を検討する。 

③地方視察：地方都市への訪問、現地での交流を計画する。 

 

２．省エネルギー・環境協力 

 

（１）第 18回日中省エネルギー・環境総合フォーラム 

  2006 年以来、日中両国政府のハイレベル交流、ならびに省エネ・環境分野における両国の企

業間交流のプラットフォームとして広く活用されてきている。これまで、時代の変化に合わせ日中

双方の関心分野をテーマに分科会を設置し、中長期的視点に立った協力を議論してきた。また近

年では、世界的な連携によるカーボンニュートラルの実現が求められており、両国企業による省

エネ・環境協力プロジェクトを通じ、脱炭素社会の実現に向けた知見の共有が重要になっている。 

2025年度は、第 18回フォーラムの中国開催を念頭に中国側と協議を行ってきたが、年度内の

開催は実現しない見込みである。2026 年度は、引き続き中国開催を想定し、開催時期、分科会

の数やテーマなどについては、経済産業省、国家発展改革委員会、商務部との協議を通じて決

定する。 

 

（２）省エネ・環境分野での日中企業マッチング 

過去 17 回の日中省エネルギー・環境総合フォーラムの成果として合計 457 件の協力プロジェ

クトが調印・披露された。引き続き、両国企業による省エネ・環境分野の協力プロジェクトを創出



 

 

すべく、中国の地方都市で企業技術交流会を開催する。また、過去の協力プロジェクトに対する

フォローアップ（企業インタビュー、アンケート調査等）、日中省エネルギー・環境ビジネス推進協

議会（JC-BASE）を通じた情報発信などを行うほか、中国側主催の関連交流イベント等に積極的

に参加し、情報収集・分析・発信に役立てる。 

加えて、「日中省エネルギー・環境技術データバンク」を活用し、オンラインでの小規模ビジネス

マッチング交流会を実施する。 

 

３．ビジネス環境改善に向けた事業展開 

 

 めまぐるしく変化する中国のビジネス環境を的確に理解し、中国ビジネスの円滑な推進に資す

るため、中国現地でのヒアリング調査を実施するほか、日本国内において会員企業アンケートお

よび企業訪問による交流を積極的に展開し、オンラインも併用しながら、以下の事業を実施する。 

 

（１）ビジネス環境改善 

①日中両国の政府当局に対する日本企業の中国ビジネス改善要望の申し入れ 

外資が安全で安心してビジネスを展開するため、国際スタンダードを尊重した公平性・透

明性・一貫性・予見可能性の高い環境の整備と、その着実な運用を引き続き求める。 

・「中国ビジネス環境改善要望提言書」の作成（日中経済協会合同訪中代表団） 

・ビジネス環境改善要望の重点テーマ 

ア．外資規制の緩和、行政手続きの簡素化、透明性向上  

イ．貿易・関税・通関・多国間協定などの法制度 

ウ．情報セキュリティ関連 

エ．国家安全に係る法律・制度の運用の明確化 

オ．生活環境（治安）、往来、外国人の居留、就労手続き関連 

②「日中民商事法セミナー」への協力（2020年以降未開催、2026年度は中国での開催を想定） 

 

（２）対中経済交流における諸課題への対応 

① 米中の経済対立、中国の「データセキュリティ法」、「個人情報保護法」、「輸出管理法」、

「不正競争防止法」、「独占禁止法」などの両国の貿易・投資に影響する情報の提供 

② 米中通商摩擦をはじめ、中国ビジネスに影響する国際政治・経済や各種政策動向などの

情報の提供 

 

（３）広域地域経済連携・協力の動向把握に基づく情報提供など 

① RCEP発効以後の加盟国への影響 

② 日中韓 FTA 交渉の動向 

③ 米中対立、地政学的問題、グローバルサウスの動きも含めたアジア情勢 

 

４．新たな日中産業協力の可能性の探求と推進 

 

（１）日中産業協力の可能性の探求と推進 

中国の 2025 年の GDP 成長率は速報で 5.0％と政府目標（5.0％前後）を達成したものの、デフ



 

 

レ懸念は払しょくされず、供給過剰と需要不足の問題は続いている。世界各地の紛争や米中対

立など、地政学的問題は依然として国際情勢の不安定要因となっている。また、経済安全保障や

保護主義的な関税賦課・制裁措置などがもたらす影響が新たなリスク要因となるなど、中国経済

を取り巻く国際環境は厳しい。中国国内でも、不動産市場の低迷、消費の伸び悩み、少子・高齢

化の進展などの難しい課題を抱え、今後の見通しは不透明な部分が多い。 

中国政府は、2026年 3月、「第 15次五カ年計画（2026～2030年）」の主要目標として、①質の

高い発展、②科学技術の自立自強レベルの大幅な向上、③全面的な改革深化により新たな成果

を獲得、④生活の質的向上、⑤国家安全保障の強化などを定めた。 

また、2035 年の長期目標では、内需主導による国内市場の発展、イノベーション能力とデジタ

ル経済の強化、産業競争力の向上、グリーン発展と 2060 年のカーボンニュートラル実現に向け

た低炭素化推進などの方針が掲げられている。 

日中経済協会合同訪中代表団と中国側各政府機関との議論など、これまでの日中経済交流

での成果を踏まえ、今後以下の分野のビジネス交流・協力の可能性が考えられる。 

【考えられる新たなビジネス交流分野】 

① デジタル経済や情報通信技術に関する協力（自動運転、スマート製造、人型ロボット等） 

② 次世代自動車、クリーンエネルギー、グリーンテクノロジー（新エネ車、燃料電池、水素エネ

ルギー、資源循環、カーボンリサイクル等） 

③ 医療・介護、流通（越境 EC を含む）、物流、文化・観光、人工知能（AI）や VR 技術等を活用

したデジタルテクノロジーに係るサービス・関連機器 

④ ニューエコノミー・金融（電子決済、フィンテック、ブロックチェーン、デジタル通貨等） 

⑤ 都市開発（都市交通・スマートシティなど）、質の高いインフラ整備（電力・エネルギー、交通、

水処理、防災、通信、物流等）、地域振興 

⑥ 国際協調（サプライチェーンの安定化、国際標準化、サービス貿易、第三国市場協力等） 

  

上記分野の日中協力については、両国政府による協議結果などを踏まえながら、当協会の重

点テーマの一つとして位置付け、両国の経済政策や産業動向などに関する情報の収集・分析・

発信等を通じて、賛助会員をはじめとする日本企業の中国ビジネスを支援する。 

 

（２）テーマ別訪中視察団の派遣 

日中間の人的往来が落ち込んでいる中、中国では、一部の産業分野において世界に先駆け

てイノベーティブな取り組みが進められており、日本人の対中認識が現状と大きくかけ離れてい

る。そこで昨年来、自動運転や人型ロボットなど世界的にも最先端を走る分野に焦点を当て、テ

ーマ別の小規模ミッションを派遣してきた。2026年においても、引き続き関心のある分野に焦点を

当てた小規模な訪中視察団を派遣する。 

 

（３）日中政府間協議に関する情報提供 

日中両国政府の間では、「日中ハイレベル経済対話」や「日中経済パートナーシップ協議」、

「日中民間ビジネスの第三国展開推進に関する委員会」、「日中イノベーション協力対話」、「脱炭

素化実現に向けた日中政策対話」、「日中ビジネス環境円滑化ワーキンググループ会合」などの

協議が行われてきた。こうした政府間協議の開催にあたり、関連情報の提供を行う。 

 



 

 

（４）海外事務所を活用した中国中央政府・地方政府との対話 

日中両国の相互理解を深め、信頼を醸成するため、北京や上海などの海外事務所を通じた中

国中央政府・地方政府との対話や意見交換の拡充を図る。 

 

５．中国中央・地方政府との交流と地域振興への協力 

 

（１）2025 年度は、大阪・関西万国博覧会関連のイベントも含め、中国からの来訪や投資説明会

等に数多く協力した。現状、中国政府関係者は訪日を控えてはいるものの、日本経済界との

交流の意向があり、引き続きハイレベル・実務両面から中央・地方政府との交流の維持・回復

を図る。また、サプライチェーン促進博覧会や中国国際輸入博覧会など、中国で開催される大

規模活動への協会役員等の参加を通じたハイレベル交流を積極的に進める。 

 

（2）将来を見据えた中国共産党の若手リーダーと経済産業省若手幹部との相互訪問、相互交流

を通じた長期的な人脈構築のための活動を行う。具体的には経済産業省と連携し、中国共産

党中央対外連絡部を中国側窓口とする受入・派遣事業を実施する。 

 

６．調査・情報サービス 

 

（１）E メール等による情報提供 

「JCEAニュース」等を通じた迅速な情報提供(国務院常務会議、政府機関の政策発表、経済指

標、中国メディアによる報道、現地事務所からの情報等)、ホームページによる一般向け及び賛助

会員向けの情報提供を行う。 

 

（２）賛助会員セミナー 

マクロ経済政策、全国人民代表大会等を踏まえた中国の経済政策トレンド、米中ほか国際関

係、少子高齢化や注目される法制度・新たな産業政策など、時宜に適ったテーマについて、研究

者、ジャーナリスト、企業実務者等の専門家を講師として、賛助会員向けにハイブリッドのセミナ

ーを開催する。 

 

（３）中国弁護士による法律相談会 

2026 年度も引き続き中国弁護士に委託し、中国の法務、税務、労務等に関する相談会を開催

する。 

 

（４）出版物による賛助会員および一般読者への情報提供 

『日中経協ジャーナル』（月刊）、『中国経済データハンドブック 2026 年版』は、変化の激しい国

際環境や新時代の日中経済協力を念頭に置きつつ、賛助会員をはじめとする読者のニーズを意

識しながら随時企画の刷新を図る。また、協会役職員による各種セミナー講師派遣、雑誌・新聞

等への寄稿にも積極的に対応する。 

 

（５）21世紀日中関係展望委員会による提言書の作成 

現在、地球産業文化研究所福川伸次顧問(元通商産業事務次官)を委員長に、有識者(中国研



 

 

究者、政策実務経験者等)や主要賛助会員企業役員など計 26 名を委員として構成している。本

委員会では、日本経済界としての大局的な視点に立った提言書を 2026 年度も作成予定である。

委員会は年間で 5 回程度開催し、本委員会の委員あるいは外部の専門家による講演と、提言書

に関する議論を行う。提言書は、日中経済協会合同訪中代表団と国家指導者との会見時に配布

することを想定する。 

 

（６）日中経済知識交流会 

これまで中国国務院発展研究センターとの間で 42 回を開催。当協会は、2019 年より、NPO 法

人アジア経済知識交流会（当時）および日中経済知識交流会から委託を受け、日中経済知識交

流会の事務局業務を担当する。2026年度は、日本国内での開催を計画している。 

 

［日本側主催者］ 

日中経済知識交流会(代表：キヤノングローバル戦略研究所・福井俊彦理事長) 

［中国側主催者］ 

国務院発展研究センター(代表：国務院発展研究センター・陸昊主任) 

【第 43回日中経済知識交流会】 

開催地:日本国内 

開催時期（候補）：2026年（時期未定） 

 

（７）受託業務 

既往の調査等の事業経験や人脈を活かしつつ、政府関係機関等の公募案件をはじめ、賛助

会員企業の中国展開と当協会の事業運営に資する内容の受託業務に取り組む（2025 年度の受

託実績は自動運転調査）。新規事業の受託可能性も探る。 

 

７．日中両国の次世代を担う青年の相互理解・信頼強化支援 

 

中国日本商会と中国日本友好協会が主催する「走近日企・感受日本」中国大学生訪日研修事

業に関し、協力機関として 2007 年度から受け入れ実務（企業視察受け入れ、日本側大学生との

交流、文化体験、在日本中国大使館訪問、ホームステイ等のアレンジ）を担当し、通算 27 回で累

計 800 名余りを受け入れてきた。25 年度中に本事業の最後の 1 回を実施する予定であったが、

諸般の事情により延期となったことから、26 年度は両国関係の状況を踏まえつつ実施する方向

で準備を進める。 

 

８．他団体への協力事業 

 

（１）日中投資促進機構、日中長期貿易協議委員会の運営や事業活動に対して引き続き協力・ 

支援を行う。 

 

（２）日中友好７団体として、他の関係６団体や日本中華総商会、在日中国企業協会等の華人団

体とともに日中間の諸行事への積極的な協力を継続する。 

 



 

 

（３）北京事務所内に設置されている経団連デスクでの活動を通じ、中国における経団連の関連

活動への協力・調整サポートやニーズに合わせた現地の情報収集・調査報告等の発信を行い、

日中間の経済交流活動における連携・協力を継続する。 

 

９．会友制度創設に伴う新たなサービス事業の展開 

 

在日中国企業向けサービス「会友制度」の創設（2026 年４月１日）に伴い、会友向けの新たな

サービス事業を展開する。当面、実施予定の具体的事業は以下の通り。 

 ・日本政府との意見交換会（参考：2024年 11 月、2025年 5 月に試行実施済） 

 ・ハイレベル交流のコーディネート（中国企業本社幹部来日時の受け入れ等） 

 ・日本企業との交流（不定期） 

 ・その他、各種情報発信や各種イベント（日中経済協会合同訪中団は除く）への参加は賛助会

員と同様。 

 

 


